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7月は河川愛護月間

せせらぎに ぼくも魚も すきとおるせせらぎに ぼくも魚も すきとおる

7月1日～ 7月31日7月1日～ 7月31日
河川愛護月間

7／7は
川の日です

事務次官賞：木下　佳威さん
(奈良県)
事務次官賞：木下　佳威さん
(奈良県)

事務次官賞：南　里奈さん
(和歌山県立和歌山高等学校)
事務次官賞：南　里奈さん
(和歌山県立和歌山高等学校)

事務次官賞：髙﨑　敦裕さん
(高松市立太田南小学校)
事務次官賞：髙﨑　敦裕さん
(高松市立太田南小学校)

事務次官賞：前田　知輝さん
(吉野川市立西麻植小学校)
事務次官賞：前田　知輝さん
(吉野川市立西麻植小学校)

事務次官賞：伊神　拳一郎さん
(未就学)
事務次官賞：伊神　拳一郎さん
(未就学)

国土交通大臣賞：熊谷　寧音さん
(陸前高田市立高田東中学校)
国土交通大臣賞：熊谷　寧音さん
(陸前高田市立高田東中学校)

事務次官賞：新田　憲明さん
(香川県)
事務次官賞：新田　憲明さん
(香川県)

〈川の防災情報〉  http://www.river.go.jp
〈気象庁天気予報〉 「市外局番」+「177」

7月1日～7日は河川水難事故防止週間

http://www.mlit.go.jp/river/aigo/index.html
詳しくは

●主催：国土交通省／都道府県／市町村
●後援：内閣府／NHK／一般社団法人日本新聞協会／一般社団法人日本民間放送連盟
●協賛：公益社団法人日本河川協会／公益財団法人リバーフロント研究所／

公益財団法人河川財団／全国治水期成同盟会連合会／全国水防管理団体連合会／
一般社団法人建設広報協会／一般財団法人河川情報センター／
一般財団法人渡良瀬遊水地アクリメーション振興財団／全国建設弘済協議会／
一般社団法人全国海岸協会

◆標語（平成22年募集）は国土交通大臣賞　松永 卓眞さん（熊本県八代市立太田郷小学校）の作品
◆絵手紙（令和元年募集）は国土交通大臣賞他を受賞された方々の作品
◆標語（平成22年募集）は国土交通大臣賞　松永 卓眞さん（熊本県八代市立太田郷小学校）の作品
◆絵手紙（令和元年募集）は国土交通大臣賞他を受賞された方々の作品

“絵手紙
”募集中！！

令和2年9月30日（水）必着
アクセスぐす今

東京都千代田区麹町4丁目8番26号 ロイクラトン麹町

ホームページ
お問い合わせ

https://zensuiren.org/
in fo@zensu i ren . o rg

電  話  03（3222）6663   FAX  03（3222）6664

編 集 ・ 発 行 　椿 本 和 幸
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　河川は、私達の生活にうるおいとやすらぎを与えて
くれる貴重な水と緑の空間であり、良好な河川空間
への国民の関心はますます高まっています。
　そこで、国土交通省では、河川が地域住民の共有
財産であるという認識の下に、河川についての理解
と関心を深め、地域住民、市民団体や関係行政機関
等による流域全体の良好な河川環境の保全・再生を
積極的に推進するとともに、河川愛護意識が広く国
民の間で醸成されることを目的として、7月を「河川愛
護月間」と定め、河川愛護運動を実施しています。
　本年度も、各地方整備局、都道府県、市町村等が
主体となって、地域住民、河川愛護団体、関係行政
機関等の協力を得て、河川への理解と関心を深め、
愛護意識が広く国民に醸成されるよう、河川愛護運
動を積極的に展開することとしています。

　月間中は、ポスター、チラシ等により広報活動に取
組むとともに、河川クリーン作戦、絵画コンクール等、
地域の実情に応じたさまざまな河川愛護運動を実施
します。
　特に、河川のふれあい点検、水面利用・川下り、川
の指導者等の人材育成の支援など、河川での地域
住民、市民団体等とのコミュニケーションの充実を積
極的に図ることとしております。
　また、これらの活動に加え、河川愛護月間の推進
事業として例年好評をいただいております絵手紙の
募集も行うこととしております。
　これらの行事に、一人でも多くの方が参加され、河
川愛護運動の主旨をご理解いただけるよう、一層の
御協力をお願いいたします。

河川愛護月間
（7月1日～7月31日）

～ せせらぎに　ぼくも魚も　すきとおる ～

国土交通省水管理・国土保全局治水課

令和２年度「河川愛護月間」実施要綱

　この運動は、身近な自然空間である河川への国民
の関心の高まりに応えるため、地域住民、市民団体
と関係行政機関等による流域全体の良好な河川環
境の保全・再生への取り組みを積極的に推進すると
ともに、国民の河川愛護意識を醸成することを目的と
する。

1. 目　的
　内閣府、ＮＨＫ、一般社団法人日本新聞協会、
　一般社団法人日本民間放送連盟

4. 後　援

　令和2年7月1日（水）から7月31日（金）まで

2. 期　間

　国土交通省、都道府県、市町村

3. 主　催

公益社団法人日本河川協会、公益財団法人リバ
ーフロント研究所、公益財団法人河川財団、全国
治水期成同盟会連合会、全国水防管理団体連合
会、一般社団法人建設広報協会、一般財団法人
河川情報センター、一般財団法人渡良瀬遊水地
アクリメーション振興財団、全国建設弘済協議会、
一般社団法人全国海岸協会

5. 協　賛
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・地域と一体となった良好な河川環境の保全・再生
・地域社会と河川との関わりの再構築
・河川愛護意識の醸成
・河川の適切な利用の推進

7. 運動の重点

　河川管理者は、地域住民、市民団体、関係行政機
関等と協力し、この月間中に、河川愛護の意識が広
く国民の聞で醸成されるよう、次に掲げる活動及び地
域の実情に応じた多様な活動を展開するものとする。

（１）地域と一体となった良好な河川環境の保全・再生
　イ． 良好な河川環境の保全・再生
　良好な河川環境を保全・再生するため、地域住
民、市民団体等が主体となって行う河川環境の
保全・再生等に関する活動を積極的に支援する。

　ロ． 河川の美化
　月間中に「川のクリーン作戦」等を企画し、河
川に関わる市民団体、町内会、関係行政機関等
と協力しつつ洞川美化を推進する活動を行うとと
もに、堤防、洞川敷等に廃棄されたゴミの一斉清
掃等を行う。

（２）地域社会と河川との関わりの再構築
　イ． 地域住民、市民団体等と協力した河川の点検等
　すべての人々が親しみやすい洞川空間にする
ため、地域住民、市民団体等と河川管理者が協
力して、川へのアクセスや利用について点検する
機会を設け、今後の川づくりに反映させる。

　 ロ． 水面の利用、川下り等
　多くの河川で、カヌー、ボート、イカダ等による
河川の水面利用が行われるようになっている。地
域住民、市民団体等による河川の水面利用を体
験する活動を支援するとともに、河川の水面利
用の安全点検を河川利用者と河川管理者が協
力して行う。

　ハ． 川の指導者等の人材育成の支援

8. 実施要領

　川に対する基本的な知識、川での様々な遊び、
地域の歴史・文化等を教えることのできる「川の
指導者」等の人材を育成し、それぞれの地域で
子どもに対して川での遊び方を教える活動等を
支援する。

ニ． 河川に関する地域住民等とのコミュニケーシ
　ョンの充実
　河川は、地域の水循環の主軸で、地域の文化、
風土等とのつながりを有している。このため、川や
流域における「川の365日」の情報の積極的な
提供に努め、関係機関や地域住民、市民団体等
とのコミュニケーションの充実を図る。

（３）河川愛護意識の醸成
　イ． 河川についての広報活動の実施
　報道関係機関等の協力を得て、積極的に河
川に関する広報活動を行う。
　広報誌、折り込み、スライド、ポスター、ステッカ
ー等を活用し、この月間の趣旨の地域住民、市民
団体、河川利用者等への浸透を図る。

　ロ． 河川愛護団体への支援等
　河川愛護団体への支援に努め、必要に応じて
表彰等の措置を講じ、河川愛護意識の醸成を図る。 
　なお、みどりの愛護功労者国土交通大臣表彰
に推薦されるよう積極的に努めるものとする。

　ハ． 各種行事の開催
　７月７日が「川の日」であることも踏まえ、「川の
日」と連携した講演会、シンポジウム、河川に関す
る写真、絵画、作文のコンクール等を積極的に開
催するとともに、優秀な作品について表彰、展示
を行う等により、河川愛護意識の醸成を図る。

（４）河川の適切な利用の推進
イ． 関係行政機関が共同して河川のパトロールを
実施する等、河川利用者等に対し河川の適切
な利用に関する指導等を行う。

ロ． 地域において、住民の日常的な河川空間の利
用が促進され、地域づくり、まちづくりにおいて活
かされるよう関係機関との連携の強化を図る。

（５）河川水難事故防止週間における啓発活動の実施
イ． 近年多発する河川水難事故を受け、７月１日か
ら７日までを河川水難事故防止週間とする。
ロ． 出前講座の集中的な実施等による河川水難
事故防止に関する啓発活動を行う等により、河
川利用者に対し川を利用する際の安全意識の
向上を促す。

せせらぎに　ぼくも魚も　すきとおる

6. 運動の推進標語

※以下の内容については、新型コロナウイルス感
　染症の状況並びに政府の方針等に基づき今後
　変更する可能性があることを申し添える。
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　「河川愛護月間（7月1日～7月31日）」における広
報活動の一環として、平成18年度より同月間推進事
業として絵手紙作品を募集してきました。令和２年度
も、昨年度に引き続き、絵手紙を未就学児から一般の
方まで広く募集し、河川愛護意識の高揚を図ることと
します。

1. 目　的

　水環境の専門家、マスコミ関係者、美術の専門家
等で構成する審査会において審査を行い、入賞作品
を決定致します。

3. 審査方法

　審査終了後に、入賞者に直接通知するとともに、
国土交通省ホームページ、機関誌等にも掲載します。

4. 入選の発表

　優秀作品は、来年度の「河川愛護月間」ポスター、
チラシ等に使用するほか、「河川愛護月間」の推進に
幅広く活用します。

5. 作品使用

　国土交通省から賞状を、協賛団体から副賞を贈呈
します。

7. 表　彰

（送付先)
〒１００－８９１８ 東京都千代田区霞が関２－１－３
国土交通省水管理・国土保全局治水課内
「河川愛護月間」絵手紙募集係
（問合せ先等）
国土交通省水管理・国土保全局治水課管理係
０３－５２５３－８１１１（内線３５６６３）
ＨＰアドレス
http://www.mlit.go.jp/river/aigo/index.html 

8. 送付先・問い合わせ先等

１点
６点
８点
５点

最優秀賞（国土交通大臣賞）
優秀賞（国土交通事務次官賞）
優良賞（国土交通省水管理・国土保全局長賞）
審査員特別賞

6. 賞

①募集内容
・テーマ
  「川遊び～川での思い出・川への思い～」
・募集作品
　川遊びで川に潜ったり、川の生き物を観察したなど、
川での体験や川と触れ合い感じた「川での思い出や
川への思い」を文章にし、絵と組み合わせて描いた
「絵手紙」を募集します。
　デザイン、彩色、画材は自由です。（写真は応募で
きません。）
②応募資格
　河川愛護月間の趣旨に賛同して頂ける方。年齢、
性別、職業などの制限はありません。（応募できる作
品は一人一作品です。）
③応募作品のサイズ
　郵便はがきサイズ（100mm×148mm）
④応募方法
　応募作品の裏面に必ず氏名、住所、電話番号の
ほか、小学生・中学生・高校生は学校名と学年を明
記の上、下記送付先へ応募してください。
　（氏名、住所及び学校名にはふりがなを付けてくだ
さい。）
※ご記入頂いた個人情報は、応募作品の審査に関す
　る確認、審査結果連絡の目的以外には使用致しま
　せん。
⑤応募上の注意
・応募作品の使用・著作権は、国土交通省に帰属し
　ます。
・応募作品は、未発表のオリジナル作品に限ります。
・応募作品は、返却致しません。

⑥締め切り
　令和２年9月30日（水）まで（当日必着）

2. 応募規定

「河川愛護月間」 絵手紙募集要領
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国民の祝日「海の日」、今年は７月23日です。
主催／国土交通省、都道府県、市町村

【後援】
内閣府、全国知事会、全国市長会、全国町村会、一般社団法人 全国海岸協会、一般社団法人 建設広報協会、一般社団法人 水底質浄化技術協会、公益財団法人 河川財団、
一般財団法人 河川情報センター、公益財団法人 リバーフロント研究所、公益社団法人 日本河川協会、一般財団法人 国土技術研究センター、港湾海岸防災協議会、
一般社団法人 日本マリーナ・ビーチ協会、一般財団法人 みなと総合研究財団、一般財団法人 沿岸技術研究センター、公益社団法人 日本港湾協会、日本ライフセービング協会、
一般社団法人 JEAN、日本ウミガメ協議会、大阪湾沿岸域環境創造研究センター、地域交流センター

令和２年度

海岸愛護月間
７月１日（水）～７月31日（金）美

し
く
、安
全
で
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き
い
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し
た
海
岸
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し
て
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令和2年度海岸愛護月間（７月１日～７月３１日）について
国土交通省　水管理・国土保全局海岸室

令和２年度「海岸愛護月間」実施要綱

　この運動は、海岸域の利用が拡大し、多様化して
いる現状を考慮して、国民の共有財産である海岸を
貴重な生活空間として良好な状態に保つため、海岸
の持つ重要な役割について国民の理解と関心を深
めるとともに、海岸を安全に利用し、管理する運動を

盛り上げ、快適でうるおいのある海岸環境を積極的
に創出し、海岸愛護思想や防災意識の普及と啓発
を図ることを目的とする。

1. 目　的

　令和2年7月1日（水）から7月31日（金）まで

2. 期　間
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　国土交通省、都道府県、市町村

3. 主　催

内閣府、全国知事会、全国市長会、全国町村会、
一般社団法人 全国海岸協会、一般社団法人 建
設広報協会、一般社団法人 水底質浄化技術協
会、公益財団法人 河川財団、一般財団法人 河
川情報センター、公益財団法人 リバーフロント研
究所、 公益財団法人 日本河川協会、一般財団
法人 国土技術研究センター、港湾海岸防災協議
会、一般社団法人 日本マリーナ・ビーチ協会、一
般財団法人 みなと総合研究財団、一般財団法人
沿岸技術研究センター、公益社団法人 日本港湾
協会、 日本ライフセービング協会、一般社団法人 
JEAN、日本ウミガメ協議会、大阪湾沿岸域環境
創造研究センター、地域交流センター

4. 後　援

（1）海岸愛護思想の普及と啓発
（２）良好な海岸環境の創出
（３）海岸の適切な利用に関する啓発、指導
（４）防災意識の向上

5. 運動の重点事項

『美しく、安全で、いきいきした海岸を目指して』

6. 推進標語

　各地方整備局、北海道開発局、沖縄総合事務
局、都道府県及び関係市町村等は、海岸愛護運動
の趣旨を広く周知させるため、次のような海岸愛護
運動の推進に必要な施策を積極的に展開するもの
とする。
　なお、以下の内容については、新型コロナウイル
ス感染症の状況並びに政府の方針等に基づき、今
後変更する可能性がある。
（１）海岸愛護思想の普及と啓発
①海岸に関する広報活動の実施
報道機関等の協力を得て海岸に関する広報活
動を積極的に実施する。
また、ポスター等を活用し、この運動の趣旨を地

域住民に広く浸透させる。
②海岸愛護団体の育成等
沿岸地域住民等の協力を得て、海岸愛護団体
の組織化及び育成強化に努め、顕彰等の措置
を通じて海岸愛護思想の高揚を図るとともに、
「海岸協力団体」制度の普及に努める。
③行事等の実施
海岸に関する認識を深め、海岸愛護思想の一
層の普及を図るため、月間内に講演会、シンポ
ジウムや見学会等の各種行事を開催する。

（２）海岸清掃等による良好な海岸環境の創出
海岸における良好な景観及び環境を保全するた
め、都道府県、地域住民、民間団体、関係地方公
共団体、関係行政機関等地域の多様な主体が
参加・連携をして、海岸、海浜に投棄された空き缶
等のゴミの清掃等を行い、快適でうるおいのある
海岸環境の創出を積極的に推進する。

（３）海岸の適切な利用に関する啓発、指導
関係機関が協同して行う海岸のパトロールや適
正な利用への呼びかけなどを実施することにより、
沿岸住民や利用者に対して海岸の適正な利用に
ついての啓発、指導を行う。
①沿岸住民及び海岸利用者に対する啓発
海岸や海浜をみだりに自動車、資材等の置場
や作業場等として使用しないよう注意を促すと
ともに、ゴミ等を投棄しないよう呼びかけを行う
など啓発に努める。
②海岸の適正な占用に対する指導
海岸や海浜を不法に占用している場合におい
ては、許可が可能なものは所定の手続きをとら
せ、その他のものは速やかに是正させるとともに、
占用を許可したものについても適切に維持管
理するよう指導する。
また、海岸保全施設の維持に支障が生じる恐
れがあるもの、他の利用者の迷惑になるもの等
についても、適切な状況にするよう指導する。

（４）防災意識の向上
南海トラフ巨大地震や台風等に備え、被害を最
小限にすることを目的として、本月間の実施にあわ
せて、津波・高潮災害のパネル展示や啓発ビデオ
による広報活動の実施、津波・高潮避難訓練、津
波・高潮ハザードマップの配布などを行い、海岸周
辺住民等の防災意識の向上を図る。

7. 実施要領
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国土交通省　水管理・国土保全局　河川環境課

令和2年度「森と湖に親しむ旬間」

１．目的
　　国民に森と湖に親しむ機会を提供することによって、参加者の心身をリフレッシュするとともに、森林、
　ダム、河川等の重要性について、国民の関心を高め、理解を深めることを目的とする。

２．期間
　　令和２年７月２１日（火）～７月３１日（金）

３．主催
　　農林水産省、国土交通省、独立行政法人 水資源機構、都道府県、市町村

４．後援（予定）
　　内閣府、日本放送協会、一般社団法人 日本新聞協会、一般社団法人 日本民間放送連盟

５．協賛（予定）
公益社団法人 日本河川協会、一般財団法人 国土技術研究センター、 一般財団法人 河川情報センター、
公益財団法人 河川財団、一般財団法人 日本ダム協会、 一般社団法人 ダム・堰施設技術協会、一般財団
法人 ダム技術センター、 一般財団法人 水源地環境センター、全国治水期成同盟会連合会、 一般社団法
人 全国治水砂防協会、一般社団法人 建設広報協会、全国建設弘済協議会、 公益社団法人 国土緑化推進
機構、一般社団法人 日本治山治水協会、全国森林組合連合会、 一般社団法人 全国森林土木建設業協会、
一般社団法人 日本林業協会、 一般社団法人 日本林業土木連合協会、一般社団法人 全国木材組合連合会、 
一般社団法人 日本森林技術協会、一般財団法人 日本森林林業振興会

６．行事等の実施主体等
（１）実施主体
　農林水産省、国土交通省、(独)水資源機構、各地方公共団体、マスコミ関係機関、民間企業等の主催や協
力により各種行事、情報発信、広報活動等(以下「行事等」という。) が実施されるよう調整する。
（２）実施場所
　全国各地の森林、全ての管理中のダム(国・機構・都道府県)及び可能な限り多くの利水ダムにおいて行う
ことを目標とする。

７．実施内容等
（１）行事実施の考え方
　水と緑に恵まれた自然豊かな森と湖に集い、自然環境に親しみ、人と人との交流を深め、やすらぎやうる
おいを感じてもらうことを通して森と湖の大切さを理解することを目的とするものであるが、令和２年度に
おいては、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（新型コロナウイルス対策本部決定。以下
「基本的対処方針」という。）を踏まえて実施すること。
（２）実施内容
ア．森林、ダム、湖沼の美しさ、快適さを享受するための行事等の実施
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イ．森林、ダム、湖沼に対する理解、関心を深めるための行事等の実施
ウ．森と湖のある上流水源地域住民と下流都市地域住民との交流
エ．WEB 等による森林やダムの情報発信等の実施
オ．その他

（3）実施に当たっての留意事項
ア．地方整備局等と森林管理局、都道府県土木部局と林務部局とがそれぞれ十分連絡の上、水源地域市町
　村とも調整し、円滑に行事等が実施されるようにすること。
イ．森と湖に親しむ旬間の趣旨を踏まえ、森林、ダム、河川等の重要性について、国民の関心を高め、理
　解を深める行事等、効果的な広報に努めること。施設見学会などのイベントを開催する場合には、別添１
　「基本的対処方針（令和2年5月25日変更）抜粋」及び別添２「多くの人が参加する場での感染対策の
　あり方の例」を参照し、リスクへの対応を十分注意して行うこと。なお、リスクへの対応を行った場合でも
　その時点での新型コロナウイルス感染症の流行状況に合わせて、急な中止や延期についても備えること。
ウ．行事等に関わる費用の支出については、国民の視点に立った効果的、効率的なものとなるよう、心掛
　けるものとすること。
エ．本旬間に実施される行事に、より多くの国民に参加してもらえるよう、下記の統一標語、シンボルマ
　ーク等を活用して本旬間の主旨、行事予定について事前に広報を行うこと。
オ．「森と湖に親しむ旬間」に引き続き、「水の日（8月1日）及び水の週間（8月1～7日）」に係る行事、
　活動が全国的に展開されることから、相互の連携により、より広く国民に情報発信する機会になると考
　えられるため、その旨ご配慮願いたい。

別添１ 「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和2年5月25日変更）」抜粋

三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項
（３）まん延防止
２）催物（イベント等）の開催制限
　特定警戒都道府県及び特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、クラスターが発生するおそれがある催物
（イベント等）や「三つの密」のある集まりについては、法第 24 条第９項及び法第45条第2項等に基づき、
開催の自粛の要請等を行うものとする。特に、全国的かつ大規模な催物等の開催については、感染リスクへ
の対応が整わない場合は中止又は延期するよう、主催者に慎重な対応を求める。なお、特定警戒都道府県以
外の特定都道府県は、感染防止策を講じた上での比較的少人数のイベント等については、適切に対応する。
ただし、感染拡大リスクの態様に十分留意する。
また、スマートフォンを活用した接触確認アプリについては、世界各国の公衆衛生当局において開発と導入
が進められているところ、我が国においても導入が検討されており、接触率の低減、感染の拡大防止に寄与
すること等を周知する。
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　・呼びかけ統一標語
   　   ふれあいさわやか　森と湖
   　   もう一つ　ふるさと見つけた　森と湖
 　     さわやかな　心のオアシス　森と湖

　・統一シンボルマーク（右図）
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６）緊急事態宣言解除後の都道府県における取組等
（催物（イベント等）の開催）
　催物等の開催にあたっては、その規模に関わらず、「三つの密」が発生しない席配置や「人と人との距離
の確保」、「マスクの着用」、催物の開催中や前後における選手、出演者や参加者等に係る主催者による行
動管理等、基本的な感染防止策が講じられるよう、主催者に対して強く働きかけるとともに、参加者名簿を
作成して連絡先等を把握しておくことや、導入が検討されている接触確認アプリの活用等について、主催者
に周知すること。

別添２　コロナウイルス感染症対策専門家会議
　　　 「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」（令和2年3月19日）より抜粋

【多くの人が参加する場での感染対策のあり方の例】

１）人が集まる場の前後も含めた適切な感染予防対策の実施
　○参加時に体温の測定ならびに症状の有無を確認し、具合の悪い方は参加を認めない。
　○過去2週間以内に発熱や感冒症状で受診や服薬等をした方は参加しない。
　○感染拡大している地域や国への訪問歴が14日以内にある方は参加しない。
　○体調不良の方が参加しないように、キャンセル代などについて配慮をする。
　○発熱者や具合の悪い方が特定された場合には、接触感染のおそれのある場所や接触した可能性のある者
　　等に対して、適切な感染予防対策を行う。
　○会場に入る際の手洗いの実施ならびに、イベントの途中においても適宜手洗いができるような場の確保。
　○主に参加者の手が触れる場所をアルコールや次亜塩素酸ナトリウムを含有したもので拭き取りを定期的
　　に行う。
　○飛沫感染等を防ぐための徹底した対策を行う（例えば、「手が届く範囲以上の距離を保つ」、「声を出す
　　機会を最小限にする」、「咳エチケットに準じて声を出す機会が多い場面はマスクを着用させる」など）

２）クラスター(集団)感染発生リスクの高い状況の回避
　○換気の悪い密閉空間にしないよう、換気設備の適切な運転・点検を実施する。定期的に外気を取り入れ
　　る換気を実施する。
　○人を密集させない環境を整備。会場に入る定員をいつもより少なく定め、入退場に時間差を設けるなど
　　動線を工夫する。
　○大きな発声をさせない環境づくり（声援などは控える）
　○共有物の適正な管理又は消毒の徹底等

３）感染が発生した場合の参加者への確実な連絡と行政機関による調査への協力
 ○人が集まる場に参加した者の中に感染者がでた場合には、その他の参加者に対して連絡をとり、症状の
　　確認、場合によっては保健所などの公的機関に連絡がとれる体制を確保する。
　○参加した個人は、保健所などの聞き取りに協力する、また濃厚接触者となった場合には、接触してから
　　２週間を目安に自宅待機の要請が行われる可能性がある。

４）その他
　○食事の提供は、大皿などでの取り分けは避け、パッケージされた軽食を個別に提供する等の工夫をする。
　○終了後の懇親会は、開催しない・させないようにする。

※ 上記は例であり、様々な工夫が考えられる。


